
平成２２年３月

沖縄県

今後の財政収支の見通し
～粗い長期推計～

※　平成22年度当初予算を基礎として、一定の仮定の下で今後の財政収支を試算したものであり、
　　今後の県財政の傾向（トレンド）を示すもの。
　　 各年度の数値は、今後の経済情勢や国の地方財政対策等により変動。
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単位：億円

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

△ 130 △ 137 △ 167 △ 225 △ 289 △ 339 △ 375 △ 486 △ 520 △ 583

1 2 2

69 46 26 26 26 6

2 66 109 105

15 23 30

43

130 137 167 163 58 38 32 32 32 32

0 0 0 △ 62 △ 231 △ 301 △ 343 △ 454 △ 488 △ 551

収支不足　①

対策後の収支不足
（①＋②）

対策の計　②

(2)歳出

の抑制

行革効果（県税徴収の強化等）

退職手当債等の発行

給与の特例減額措置

行革効果（定員管理、事務事業見直し等)

(1)歳入

の確保

主要３基金の取り崩し

効果（２億円）が持続するものとした

効果（３０億円）が持続するものとした

H27以降、基金の対応が見込めない

H29以降、発行できない見込み

H23までの特例措置

注１

注２

注１

注３

注１　「行革効果」の数値は、新行革プランの取り組みにより見込まれる財政効果（約155億円）のうち、平成23年度以降の歳入・歳出
　　　それぞれの効果額を抜き出したもの。

注２　「退職手当債等の発行」は、発行について限度額及び期限の定め有り。　

注３　「給与の特例減額措置」は、県条例で期限の定め有り。

収支不足への対応について
　新たな行財政改革プランの推進、退職手当債等の発行など対策を講じるとともに、財政調整基金等の
主要３基金を取り崩すことにより、新たな行革期間中（～H25）は、当初予算編成に対応できる見通し。

　しかしながら、県債の発行は将来負担の増につながるとともに、基金にも限度があることから、今後さ
らに歳入・歳出両面からの改革を進めていく必要がある。

（収支不足とその対応のイメージ）

歳　　入 歳　　出

(1)歳入の確保

(2)歳出の抑制

収支不足
①

当初予算

ライン
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沖縄県財政の展望と課題

　さらに、病院事業の経営再建や、中城湾港（新港地区）をはじめとする臨海部土地造
成事業における用地売却低迷などの懸念材料もある。
○

　本県財政は、県税等の自主財源の割合が低く、国の地方財政制度に大きく依存した
脆弱な構造であるとともに、人件費等の義務的経費の割合が高く、弾力性に乏しい構
造となっている。

○

　今後とも、医療、福祉、教育など県民に身近で必要不可欠な行政サービス水準を維
持していくためには、安定的な財政基盤の確立が不可欠であり、新たな行財政改革プ
ランに基づく取り組みを計画的かつ確実に実行していくことが必要である。
　また、中・長期的には、本県経済の活性化に結びつく産業振興施策の推進により税
源のかん養を図っていく必要がある。

○

　一方、こうした収支不足の根本的な原因は、国と地方を通じた構造的な問題であり、
県独自での歳入確保や行革努力のみで対応することは困難であることから、今後とも
地方自治体が健全で安定した行財政運営を行えるよう、地方交付税等の必要な一般
財源の確保について、国に働きかけていく。

○

　国・地方を通じる財源不足の中、地方交付税等の一般財源の大幅な増加が期待でき
ない状況では、社会保障関係費や公債費等の義務的な経費の増加に伴い、今後も継
続的に収支不足が生じ、平成26年度以降、拡大していくことが見込まれる。

○
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公債費及び県債残高の推移 と見通 し
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医 療 ・ 介 護関係助成費等の見通 し
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５２．０５２．０５１．８５１．９５２．２５１．０５１．５５１．０５０．４４９．２４７．５歳出に占める義務的経費の割合

６１１６０５６００５９５５８９５８４５７９５７４５７２５７１６４０その他

－－－－－１１５１５１１９２２７経済対策関連基金(繰入金)

４７１４７１４７１４６１４７１４７３４７２４７６４８３４８８５０４その他

２６．０２５．９２５．８２５．５２５．０２５．４２５．０２５．０２５．１２６．５２８．２歳入に占める自主財源の割合

△５８３△５２０△４８６△３７５△３３９△２８９△２２５△１６７△１３７△１３００収支不足　①－②

(%)(参考)

１，２５７１，２５７１，２５７１，２５７１，２５７１，２５７１，２５７１，２５７１，２５７１，２５７１，２５８投資的経費

億円

公債費

扶助費

人件費

－－－－－－１１５１５１１９２２７経済対策関連基金(歳出化)

１，４８４１，４３１１，３９３１，３３９１，３１０１，２７３１，２２９１，１９４１，１６８１，１５８１，１８８補助費等

１，２６３１，２１６１，１７２１，１４１１，１６３９６６９９２９２１８１１７５３７０７

３７２３５４３３７３２１３０７２９４２８２２７１２６０２５１２３４

１，８４９１，８４９１，８４９１，８４４１，８５１１，８７０１，８６９１，８７４１，９０２１，９２２１，９３７

３，４８４３，４１８３，３５８３，３０６３，３２１３，１２９３，１４３３，０６６２，９７３２，９２６２，８７８義務的経費

依存財源

自主財源

１５６１５２１５０１４７１４４１４１１３９１３７１３４１３１１５４その他

１，１３８１，１０３１，０５４１，０７０１，１１３９４２１，００１９５８８８３８５６８４６県債

１，５１３１，５０３１，４９６１，４８２１，４８０１，４８２１，４６２１，４６３１，４６１１，４４６１，４６４国庫支出金

１，７１７１，７３３１，７４８１，７６３１，７７８１，７９２１，８０７１，８２０１，８３４１，８４６１，８８５地方交付税

４，５２４４，４９１４，４４８４，４６２４，５１５４，３５７４，４０９４，３７８４，３１２４，２７９４，３４９

９７６９６１９４５９３０９１６９０２８８８８７４８６０８４９８３９県税

１，５８７１，５６６１，５４５１，５２５１，５０５１，４８６１，４６８１，４６３１，４４７１，５３９１，７０６

６，１１１６，０５７５，９９３５，９８７６，０２０５，８４３５，８７７５，８４１５，７５９５，８１８６，０５５歳入総額　①

５，９４８

H23

６，６９６

H32

６，５７７６，４７９６，３６２６，３５９６，１３２６，１０２６，００８５，８９６６，０５５歳出総額　②

　　注：「H22当初」の数値は、平成22年度当初予算(財源対策後)。

H22当初 H26H25H24 H29H28H27 H30 H31

今後の財政収支の見通し
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試　算　の　前　提　条　件

【推計の考え方】

　○ 平成22年度当初予算を基礎として、一定の仮定の下で今後の財政収支を試算。

　　　※ 各年度の数値は、今後の経済情勢や国の地方財政対策等により変動。

【主 な 歳 入 】

　○ 県税・地方消費税清算金・地方譲与税 ：
財務省「平成22年度予算の後年度歳出･歳入への影響試算」における経済成長率を参考に試算。
　　　　　（経済成長率　平成23年度：1.7%　平成24年度：2.0%　平成25年度以降：2.2%　平成26年度以降は平成25年度の率で据置)　

　○ 地方交付税 ： 平成22年度当初予算額を基礎額として、県税等の増減に合わせて変動。

　○ 国庫支出金 ： 歳出の見込みに応じて必要額を積算。

　○ 県　　　　 債 ： 臨時財政対策債は、平成22年度当初予算と同額。退職手当債その他は、歳出の見込みより推計。

　○ 経済対策関連基金(繰入金) ： 各基金の設置期間に応じて平成22年度末基金見込残高を按分。

【 主 な 歳 出 】

　○ 人　 件　 費 ： 平成22年度当初予算額を基礎額として今後の退職者数を見込み積算。

　○ 扶助費・補助費等：今後の必要額を積算。

　○ 投資的経費 ：平成22年度当初予算額から経済対策関連基金繰入額を控除した額を固定。

　○ 公　 債　 費 ： 県債の発行見込額から積算。

　○ 経済対策関連基金事業(歳出化)：経済対策関連基金事業のうち基金繰入金充当分。

【国の主な制度改正】

　○ 子ども手当、高校授業料実質無償化、高速道路の無償化及び直轄事業負担金の見直し等については、平成22
年度当初予算編成過程で確認できたもの等を反映。

【 推 計 期 間 】

　○　平成23年度から平成32年度までの10年間。
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